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１ 趣旨

（１）外来生物による問題の発生と対策

地域に本来生息していない外来生物が人為的に持ち込まれることで、その地域の

自然生態系が乱され、人間生活にも被害を与えるという問題が発生しています。

このため、「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律」（以下

「外来生物法」という。）が平成１６年に公布され、１７年６月から施行されました。

この法律は、外来生物による生態系、人の生命や身体又は農林水産業への被害を

防止することを目的としており、そのような被害を及ぼす生物を「特定外来生物」

として指定し、野外へ放すことを禁止するとともに、販売・飼育等も原則禁止し、

安易な飼育や野生化に歯止めをかけています。また、本法律に基づく「特定外来生

物被害防止基本方針」（平成１６年閣議決定）により、特定外来生物による被害防止

に関する基本構想等が示されています。

鳥取県内においては、ヌートリア及びアライグマの分布域が拡大しつつあり、農

作物等に被害が発生していますが、この両種は、外来生物法に基づく「特定外来生

物」に指定されています。

この特定外来生物については、外来生物法（第１８条）に基づき地方自治体など

が「防除実施計画」を策定し、捕獲・処分等を行う「防除」が実施できることにな

りました。

【被害発生の経緯等】

① ヌートリア

ヌートリアは南米原産の草食性動物で、明治３８年（１９０５）に初めて輸入

され、戦前・戦後（１９５０年代）に防寒用の毛皮採取を目的として、各地で飼

育されました。しかし、その需要の減少とともに、養殖されていたものの一部が

野外に放逐されるなどにより野生化し、主に西日本を中心に生息域が拡大してい

ます。

鳥取県内では、日野川上流から下流域に分布が拡大し、その後県中部にまで拡

がり、河川・水路・池など水辺付近の農作物の被害が増加しました。近年は、県

東部の千代川流域にも生息するようになり、水稲などに被害が発生しています。

② アライグマ

アライグマは北米原産で、動物園飼育個体の逃亡や１９７０年代から愛玩動物

として輸入・飼育された個体が放逐されるなどにより野生化して繁殖拡大を続け、 

全国的に生息域が拡がっています。
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県内では、平成１２年（２０００）に鳥取市河原町内でロードキル※による個

体が確認されたのが初めで、その後、鳥取市福部町などで数件の目撃情報があり

ましたが、平成１８年からロードキル個体及び捕獲が急激に増加し、平成１９年

度には県東部の鳥取市・岩美町・八頭町で約３０頭の個体（捕獲、ロードキル、

目撃）が確認されています。

農業被害の報告はまだありませんが、ブドウを食害している痕跡が確認され、

民家の養魚にも被害が発生しています。

今後、梨・ブドウなどの果樹、スイカ、イチゴ、トウモロコシ、養魚、養鶏な

どの被害、家屋等への侵入被害、在来の野生動物の捕食・駆逐による生態系被害

などが懸念されています。

※ ロードキル：動物が道路上で車に轢かれる現象

（２）ヌートリア・アライグマの対策

ア 現行の対策

ヌートリア・アライグマは、これまで「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法

律」（以下「鳥獣保護法」という。）に基づく狩猟及び有害捕獲により、捕獲が進め

られてきました。

県及び市町村では、農作物や生態系等への被害を防ぐため、捕獲用具の導入、有

害捕獲に要する経費の支援、捕獲奨励金の交付などによる被害防止対策を推進して

いるところです。（鳥獣被害総合対策事業、アライグマ駆除奨励金）

また、県では、平成１７年６月に各総合事務所農林局に「イノシシ等被害防止相

談窓口」、同年９月に農林水産部生産振興課に「鳥獣被害対策総合窓口」を設置す

るとともに、総合窓口内に「鳥獣被害対策専門員」を配置し、ヌートリア・アライ

グマ対策を含む鳥獣被害防止技術に係る指導・助言等を行っています。

しかしながら現状をみると、徹底した捕獲には至っていないため、繁殖拡大する

要素が県内各地に残されており、根絶を目指した捕獲体制づくりが必要とされてい

ます。

イ 今後の対策

ヌートリア・アライグマは、本来、日本には生息しない動物です。

ヌートリア・アライグマが野生化して被害を及ぼすようになったのは、安易に外

来生物の輸入・販売等を行い、不十分な管理によって逃げられたり、無責任に捨て

たりした人間側の責任ですが、現実に生息している以上、対策を講じる必要があり
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ます。今後､その生息数・生息域がさらに拡大することにより、農業被害や生態系

被害、生活被害が増加することが懸念されるとともに、現段階で徹底した捕獲を進

めなければ、捕獲・処分を必要とする個体の数がさらに増加することになります。

ヌートリア・アライグマを防除するには、まず地域ぐるみで捕獲等の体制づくり

を進める必要があります。そのためには、従来の「鳥獣保護法」に基づく有害捕獲

や狩猟によるだけでなく、外来生物法に基づく「防除実施計画」の策定により、狩

猟者に加えて一般農家など狩猟免許を持たない者も、狩猟者と連携してその捕獲等

に取り組むことができる体制を整備していくことが重要です。

これについては、地域の実情に精通し住民と密接な関係にある市町村が、「防除

実施計画」を策定し、明確な目標設定の下に計画的かつ重点的な防除を進めていく

ことが有効です。

この「鳥取県ヌートリア・アライグマ防除の指針」は、県・市町村・県民等が一

体となって防除を推進するため、その必要性と取組方向を明らかにするとともに、

「防除実施計画」の策定による地域ぐるみの対策を実行する際のガイドラインを示

すことを目的として取りまとめたものです。

２ 現状

（１）ヌートリア

ア 生息状況

ヌートリアは、県の西部（日野川流域）・中部（天神川流域）から、東部（千代川

流域）にも分布域が拡がり、平成１８年度には鳥取市佐治町や八頭郡八頭町などで

も生息が確認されており、生息密度には差があるものの、ほぼ県内全域に分布が拡

がっているものとみられます。

生息密度が高いのは、県内三大河川（日野川・天神川・千代川）及びその他の中

小河川の中下流域、並びに東郷池などの下流域の湖沼やため池などです。

図１ ヌートリア生息分布

年間100頭以上を捕獲、
目撃が日常化

年間10頭以上を捕獲、
目撃が日常化

年間10頭未満を捕獲、
目撃情報多数

捕獲実績なし、
目撃情報なし

（平成 18年度）
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イ 被害状況

（ア）農業被害

ヌートリアによる農業被害は、平成２年度に日野郡内で発生し、平成５年度

頃からは日野川下流域（米子市・境港市・西伯郡）でも被害が拡がりました。

その後、平成１１年度に県中部地域にも被害が発生し、同地域における被害

は平成１７年度には１千万円を超え、捕獲を進めることでようやく被害の増加

を防いでいる状況にあります。

さらに県東部地域においても、平成１５年度から被害がみられるようになり、

旧気高郡内の中小河川、千代川下流域で被害が発生しています。

その被害額は、県全体で平成１８年度が９，５９３千円となっており、近年

は 1千万円前後で推移しています。

農業被害の報告がある市町村の数は、平成１８年度で１０市町村、１９年度

（１２月末）で１２市町村あり、このまま推移すれば、分布が拡大しつつある

県東部各地においても、さらに被害が拡散することが懸念されます。

主な被害作物は、イネ、スイカ、キャベツ、ブロッコリー等です。

ヌートリアは、河川・水路・湖沼・ため池などに生息しており、これらの水

辺近くにある田畑において被害が発生しています。

注）地域区分：〈東部〉鳥取市、岩美郡 〈八頭〉八頭郡

〈中部〉倉吉市、東伯郡 〈西部〉米子市、境港市、西伯郡

〈日野〉日野郡

図２ ヌートリアの農作物被害金額
表１ ヌートリアの農作物被害金額
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地域区分 H１ H２ H３ H４ Ｈ５ H６ H７ H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

東部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13 228 13 60 76

八頭 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

中部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24 365 914 4,087 7,963 7,733 10,963 8,983 6,132

西部 0 0 0 0 1,197 1,874 960 4,714 2,058 2,674 2,610 2,030 1,863 1,708 1,651 583 550 1,526

日野 0 1,048 625 619 0 0 0 6 60 283 0 0 0 39 550 0 0 12

合計 0 1,048 625 619 908 1,197 1,874 960 4,720 2,118 2,981 2,975 2,944 5,950 9,723 10,162 11,559 9,593 7,746

908

(単位：千円）
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（イ）生態系被害

ヌートリアは草食性動物で、河川や池沼などに生育する植物を食べるため、

これら水辺の植生に影響を与えており、これらの植物に依存する昆虫など小動

物も何らかの影響を受ける可能性があります。

他県では、絶滅危惧種のベッコウトンボの生息地を破壊したり、ドブガイを

捕食するなどの報告例がありますが、本県では現在のところ同様の被害等は確

認されていません。

（ウ）その他の被害

平成１８年度までに、ヌートリアによる生活被害の報告等はありませんが、

河川・水路・池などの水辺に巣穴を掘って棲むため、堤防・土手などに穴を開

けることにより被害が発生する可能性があります。

また、これまでにヌートリアによる感染事例の報告等はありませんが、げっ

歯類（ネズミの仲間）は、様々な病原菌を保有する可能性もあり、本種につい

ても注意が必要です。

ウ 捕獲状況

県内におけるヌートリアの捕獲数は、平成１０年度は６０頭でしたが、１８年度

には４２０頭とこれまでの最多を記録しましたが、１９年度は８３８頭と捕獲数が

大幅に増加しています。

農業被害額は、近年、１千万円前後で推移していますが、捕獲を進めることによ

り被害額を頭打ちにしてその急増を防いでいる状況にあり、今のうちに徹底した捕

獲を進める必要があります。

図３ ヌートリアの捕獲数の推移
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注）地域区分は、表１に同じ。 

（２）アライグマ

ア 生息状況

境港市

米子市

日吉津村

日南町

日野町

江府町

倉吉市

三朝町

岩美町

若桜町

智頭町

大山町
琴
浦
町

こ
と
う
ら
ち
ょ
う

南部町
なんぶちょう

湯梨浜町
ゆりはまちょう

鳥取市

伯耆町
ほうきちょう

八頭町
やずちょう

北栄町
ほくえいちょう

境港市

米子市

日吉津村

日南町

日野町

江府町

倉吉市

三朝町

岩美町

若桜町

智頭町

大山町
琴
浦
町

こ
と
う
ら
ち
ょ
う

琴
浦
町

こ
と
う
ら
ち
ょ
う

南部町
なんぶちょう

南部町
なんぶちょう

湯梨浜町
ゆりはまちょう

湯梨浜町
ゆりはまちょう

鳥取市

伯耆町
ほうきちょう

伯耆町
ほうきちょう

八頭町
やずちょう

八頭町
やずちょう

北栄町
ほくえいちょう

北栄町
ほくえいちょう

アライグマ発見場所
（捕獲・ロードキル）

アライグマ目撃場所
（H19年7月以降）

アライグマ発見場所
（捕獲・ロードキル）

アライグマ目撃場所
（H19年7月以降）

（H19年12月末現在）

アライグマは、県東部の鳥取市・岩美町・八頭町の３市町において、捕獲やロー

ドキルによる個体、あるいは目撃情報が急速に増加しています。このうち、捕獲及

びロードキルによる個体は、平成１２年度に１頭（現在の鳥取市河原町）であった

ものが、平成１８年度には１４頭（ロードキル個体及び捕獲個体）、１９年度（12

月末現在）は１８頭と増加傾向にあります。

表２ ヌートリアの地域別捕獲数

図３ アライグマ生息分布

区 分 地域区分 H１０ H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19
東部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 192
八頭 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
中部 0 0 0 38 91 140 283 194 254 469
西部 13 36 17 20 24 26 35 48 155 170
日野 0 6 0 0 0 0 1 0 0 4
計 13 42 17 58 115 166 319 242 409 838
東部 0 0 0 2 4 0 1 －
八頭 0 0 0 0 0 0 0 －
中部 4 7 20 33 7 8 4 －
西部 8 19 3 22 6 13 5 －
日野 3 0 0 0 1 0 1 －
計 47 21 15 26 23 58 18 21 11 －

60 63 32 84 138 224 337 263 420 838計

47

(単位：頭）

21

有害捕獲

狩 猟
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イ 被害状況

（ア）農業被害

平成１９年度までに生息情報が得られている３市町において、農業被害

の報告はありませんが、ブドウを食害している痕跡が確認されており、こ

のまま推移すれば、梨・ブドウなどの果樹、スイカ、イチゴ、トウモロコ

シ、養魚、養鶏などに被害が拡大する可能性が高いものと懸念されます。

（イ）生態系被害

アライグマは雑食性動物で、果実や農作物などのほか、小型ほ乳類、鳥類の

ヒナや卵、両生類、は虫類、魚類、甲殻類、昆虫類など、幅広く捕食するた

め、在来の野生動物相に直接的な影響を与えるとともに、タヌキなどの在来

種を駆逐するなどの問題が発生するおそれがあります。

県外では、北海道でニホンザリガニやエゾサンショウウオ、神奈川県でトウ

キョウサンショウウオ等の捕食などが報告されていますが、県内では現在の

ところ同様の被害等は確認されていません。

（ウ）生活被害等

鳥取市では、民家の池のコイが補食される被害が平成１７年度末に１件

発生しています。

なお､アライグマは、平成１２年から日本でも狂犬病予防法の防疫対象

になっているほか、原産国ではアライグマ回虫の媒介なども報告されてい

ます。人や飼育動物に噛みつくなどの被害の危険性もありますが、県内で

はこれまでに身体等への被害の報告事例はありません。

その他に被害報告はありませんが、廃屋を繁殖場所として利用している

実態も確認されており、今後、家屋被害が増える可能性もあります。
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ウ 捕獲状況

平成１９年１２月末までに生息情報が得られている県東部の３市町のうち、２

市町で１４頭の有害捕獲の報告があります。

３ 防除

（１）防除の定義

防除とは、捕獲、処分、被害の予防措置、侵入の防止措置をいいます。

（２）防除の目的

ア 農林水産被害の防止

① ヌートリア

水辺周辺の農地におけるイネや野菜類など、農作物への被害を防止します。

図４ アライグマの捕獲数（ロードキルを含む）の推移

表３ アライグマの地域別捕獲数

※H１９：１２月末現在

※H１９：１２月末現在
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② アライグマ

果樹・野菜類・穀類などの農作物、養魚、養鶏などへの被害を防止します。

イ 生態系被害の防止

① ヌートリア

希少な野生植物を中心とした在来植物の食害、及びこれによる自然植生又は

地域特有の生物相を有する地域の自然生態系への影響を防止します。

② アライグマ

希少な野生動物をはじめとする在来動物の補食や競合（駆逐）、及びこれによ

る地域特有の生物相を有する地域を中心とした自然生態系への影響を防止しま

す。

ウ 生活被害等の防止

①ヌートリア

堤防や土手などに穴を開ける被害、動物由来の感染症媒介による被害を防止しま

す。

②アライグマ

人家への侵入や噛みつき等による身体への被害や、動物由来の感染症媒介によ

る被害を防止します。

（３）防除の目標

上記の目的を達成するため、防除の目標は、ヌートリア・アライグマとも「地域

からの完全排除」とします。

なお、防除実施計画の一期間は概ね５年間とし、その目標は地域の実情に応じて

次のとおり設定することとします。

ア 生息範囲が狭い地域及び生息密度が低い地域、並びに被害が未確認または軽微

な地域は、定着が初期段階もしくは対策効果の発現段階と推測されることから、

「地域からの完全排除」を目標とするものとします。

また、生息が確認されていないが、近隣地域からの侵入により被害を及ぼすお

それがある地域においては、その監視と予防的防除とともに、侵入後における迅

速な「地域からの完全排除」を目標とするものとします。

イ 個体数が増加し生息範囲が広範囲に拡がっている地域、又は被害がすでにまん

延している地域では、短期間での排除は困難であると考えられることから、「個体

数･生息範囲の大幅な減少、被害の大幅な低減」を当面の目標とするものとします。
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なお、この場合においても、個体数が減少あるいは生息範囲が縮小した地区か

ら、完全排除を目標とした徹底捕獲を進めることとします。

（４）防除の実施

ア 計画的な防除

ヌートリア・アライグマが生息し、又は既に定着し被害を及ぼしている市町村

は、外来生物法に基づく「防除実施計画」を策定し、計画的な防除を実施するも

のとします。

また、現時点ではその生息が確認されていないものの、近隣地域からの侵入に

より被害を及ぼすおそれがある市町村においても、「防除実施計画」を策定するこ

とにより、迅速な防除の体制づくりを進めるものとします。

なお「防除実施計画」は、この指針に沿って防除の区域、期間、目標、方法等

を定め、環境大臣及び農林水産大臣の確認を受けることとします。

イ 緊急的な防除 （アの「防除実施計画」を策定していない場合）

生息が確認されていない市町村は、近隣地域の生息状況等を勘案し、目撃情報

の収集など監視に努め、侵入時には早期に対処するための体制づくりを進めるも

のとします。

侵入が確認された場合、市町村はすみやかに外来生物法（特定外来生物被害防

止基本方針）に基づく緊急的な防除について環境大臣及び農林水産大臣の確認を

受け、緊急的な防除を実施するものとします。

ウ 防除の役割分担

原則として次の役割分担により、県・市町村・県民等が相互に連携しながら、

地域ぐるみの防除を進めることとします。

（ア）県の役割

・防除の必要性及びその推進に係る全県的な普及啓発

・防除に係る指針の策定、及び防除実施計画の策定に係る市町村への支援

・防除技術の全県的な普及（マニュアルの作成、セミナーの開催等）

・防除に係る調査研究

・全県的な生息情報及び被害情報の収集・提供

・広域的な被害対策連絡会議（協議会）の開催

・国、近隣県、関係機関等との連携、連絡調整等
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（イ）市町村の役割

・防除実施計画の策定

・防除体制の整備

・防除の実施

・目撃情報等の収集・提供

・住民への普及啓発及び防除の支援等

（ウ）住民等の役割

・ヌートリア・アライグマの防除への理解と実践

・捕獲への従事（防除実施計画に登録された捕獲従事者）

・捕獲等への協力（生息している土地の所有者・施設管理者等）

・目撃情報、被害状況等の市町村への情報提供

・被害発生防止のための自衛策の実施等

エ 防除実施計画の区域

防除区域としては、現にヌートリア・アライグマの生息が確認されている地域、

及び今後分布が拡がるおそれがある地域を設定するのが基本ですが、現時点で必

ずしも生息が特定できない地域を含めて、生息確認時における機動的な対応を確

保するため、原則として市町村全域を防除対象区域として設定することとします。

オ 防除実施計画の期間

防除実施計画の期間は、計画策定日以降のできる限り早い日を計画の始期とし、

計画の終期は、「ミュオカストル・コィプス（ヌートリア）の防除に関する件（平

成１７年６月農林水産省、環境省告示）」、「プロキュオン・ロトル（アライグマ）

の防除に関する件（平成１７年６月農林水産省、環境省告示）」で定める防除期間

の終期である平成２３年３月３１日とすることとします。

なお、計画の終期を迎えるときは、計画の達成程度に関する評価を行い、その

計画の継続の必要性を検討し、必要な改訂を行うものとします。

カ 関係法令の遵守

防除の実施に当たっては、鳥獣保護法などの関係法令を遵守することとします。
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（５）防除の推進に必要な事項

防除の推進に当たっては、県と市町村が連携しながら、次の取り組みを行うもの

とします。

ア 県民等への普及啓発

県及び市町村は、多くの県民が、外来生物が及ぼす地域の生態系・生活環境・

農林水産業への被害などに関する正しい知識を持ち、県民の参画と協働によって

防除が効果的に実施されるよう、広報誌・インターネット等の情報提供による広

報活動を行うものとします。

イ 防除技術の普及と調査研究

県は、対策マニュアルの作成やセミナーの開催等により、効果的な防除技術の

全県的な普及を図るとともに、より効果的な防除技術に係る調査研究を進めるこ

ととします。

市町村は、地区ごとの防除体制づくりを進める中で、講習会の開催等により捕

獲従事者の育成を図るものとします。

なお県は、これら市町村が行う防除技術の普及活動を支援することとします。

ウ 情報の収集・提供

市町村は、地域住民・捕獲従事者・狩猟者・道路管理者等から､目撃・被害・捕

獲に係る情報を幅広く収集し、その結果を以後の防除に反映させるものとします。

また、隣接市町村を含む広域的な対策に資するため、県総合事務所に情報提供

し、県はこれをとりまとめて市町村等に全県的な情報を提供するものとします。

エ 市町村の広域的な連携

隣接市町村が、広域的に連携しながら効果的な防除を実施するため、必要に応

じ県総合事務所において市町村間の協議・調整を行うものとします。

オ 防除の推進体制

県は、外来種検討連絡会、外来種検討委員会、鳥獣被害対策連絡会議及び総合

事務所管内単位の鳥獣被害対策会議（協議会）において、県内における防除の推

進に係る連携・調整、及び防除活動の評価・検討を行うものとします。また、県

境付近を中心とする防除について、隣接県との連携を図るものとします。

市町村は、学識経験者・関係行政機関・農林水産関係団体・狩猟者団体・自然

環境保全団体（専門家）などの代表者等からなる防除実施協議会（被害対策協議

会）を設置するなどして、地域における防除の推進に係る連携・調整、及び防除

活動の評価・検討を行うものとします。
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４ 捕獲

捕獲は、ヌートリア・アライグマの「地域からの完全排除」を目標として、捕獲体制を

整備して行うものとします。

（１）捕獲する区域及び期間

・防除実施計画に基づく捕獲は、ヌートリア・アライグマが生息する可能性がある

地域において、年間を通じて実施するものとします。

・市町村は、生息状況及び被害状況に係る情報収集等を行い、必要に応じて監視体

制を強化する地域（重点捕獲地域）を設定し、重点的な捕獲を行うものとします。

・効果的に個体数を減少させるため、必要に応じて繁殖期前などに重点捕獲期間を

設定して行うものとします。

（２）捕獲方法

ヌートリア・アライグマの生息環境、捕獲効率、錯誤捕獲・捕獲事故の防止、捕

獲体制等を勘案し、原則として「箱わな」により捕獲することとします。

なお、捕獲に使用する「箱わな」には、外来生物法に基づく防除である旨を記載

した市町村発行の標識（金属性又はプラスチック製等）に、捕獲従事者の住所、氏

名、電話番号等の連絡先及び捕獲期間を記載し、1基ごとに装着するものとします。

また、同様に捕獲効率及び錯誤捕獲・捕獲事故の防止等の点から効果がある捕獲

用具（アライグマ エッグトラップ等）についても、「箱わな」による捕獲の補完手

段として必要に応じ導入を検討するものとします。この場合においても、「箱わな」

と同様に必要事項を記載した標識を 1基ごとに装着するものとします。

（３）捕獲体制

ア 地区ごとの捕獲体制づくり

市町村は、計画的で効果的な捕獲を実施するため、地区ごとに地域の実情に精

通した狩猟免許保持者を構成員として含む捕獲体制を整備するものとします。

（ア）地区ごとの捕獲従事者の構成

ヌートリア・アライグマの捕獲に従事する者（以下「捕獲従事者」という。）

は、原則として次の者とします。

① 鳥獣保護法による狩猟免許（わな免許）を有する者

② 狩猟免許を有しない被害農家等で、適切な捕獲と安全に関する知識及び

技術を有していると認められる者（県、市町村、県猟友会等が実施する適

切な捕獲と安全に関する知識及び技術についての講習会を受講した者） 



15

（イ）捕獲従事者台帳の整備等

市町村は、捕獲従事者に対し捕獲の内容を具体的に指示するとともに、捕

獲従事者の担当地域、狩猟免許の有無等について記載した台帳を整備するも

のとします。

イ 捕獲に係る留意事項

捕獲従事者は、捕獲を実施する際には、次の事項に留意するものとします。

（ア）錯誤捕獲の防止

・目撃情報や被害情報の分析、足跡、糞、食痕等のフィールドサインの確

認、あるいは侵入経路の把握等により、箱わなの適切な設置場所を判断

すること。

・箱わなに使用する餌は、ヌートリア・アライグマを可能な限り選択的に

捕獲し得る餌を選定すること。

・箱わな設置期間中は、原則として一日一回以上の巡視を行うこと。

（イ）事故の発生防止

・事前に関係地域住民等への周知を図るとともに、捕獲従事者は市町村が

発行する捕獲従事者証を携帯すること。

・わなを設置した場所の周辺で子供が遊ぶことがないか等を確認し、周辺

への安全確保を徹底すること。また、事故防止の観点から、必要に応じ

て設置を夜間に限定するなど地域の実情に応じた対策を講じること。

・寄生虫や感染症等の病原菌を保有している可能性があるため、捕獲した

ヌートリア・アライグマの取り扱いに当たっては、革手袋を使用し、接

触や糞の始末の後は充分な手洗いなどを行うこと。また、万一噛まれた

り引っかかれたりした場合には、傷口を消毒し、必要に応じて医療機関

の診察を受けるなど適切な措置を講じること。

・使用後の箱わなは、洗浄、バーナーによる消毒等を行い、感染症等を予

防すること。

（４）捕獲個体の処分

ア 処分方法

捕獲したヌートリア・アライグマは、原則として、できる限り苦痛を与えない

方法により殺処分し、焼却、埋却等適切に処理することとします。

イ 処分の例外
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捕獲個体について、学術研究、展示、教育、その他公益上の必要性があると認

められる目的で譲り受けたい旨の申し出があった場合は、外来生物法第５条第１

項に基づく飼養等の許可（環境省）を得ている者に譲り渡すことができます。

ウ 殺処分後の個体処理

殺処分後の個体については、放置せずに速やかに処分することとします。

この場合、感染症の危険性等を勘案し、原則として市町村のゴミ処理場等で処

分することとし、やむを得ず埋却する場合は、悪臭の発生や感染症など公衆衛生

に配慮するとともに、野生動物による掘り返しがないよう注意するものとします。

（５）モニタリング

市町村は、生息状況、被害状況及び捕獲状況を適切にモニタリングし、捕獲の進

捗状況を点検するとともに、その結果を捕獲の実施に適切に反映するよう努めるも

のとします。

ア 市町村は、新たに生息が確認された場合、個体数・分布が拡大する前の早期捕

獲が重要であることから、早期発見・早期対処のための監視等に努めることとし

ます。

このため市町村は、地域住民や捕獲従事者、狩猟者、道路管理者等から収集し

たヌートリア・アライグマの目撃・被害・捕獲に係る情報を記録し、迅速な対策

の推進に資するとともに、県に情報提供を行うものとします。

イ 県は市町村からの情報をとりまとめ、全県的な生息状況・被害状況を把握し、

今後の対策に反映させるとともに、市町村・県民等へ情報提供を行います。

５ 被害発生の防止措置

県民等は、自治会や農業団体等を中心に地域ぐるみで、ヌートリア・アライグマの生

態的特性を踏まえた予防措置、被害発生防止に取り組むなど、地域住民等の積極的な参

画と協働により、被害の事前回避・軽減を図るものとします。

なお、県及び市町村は、この防止措置について、必要に応じ技術面等での支援を行う

ものとします。

（１）被害の予防措置（誘引条件の排除）

県民は、ヌートリア・アライグマを誘引しないように、次のことに注意するもの

とします。
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①ヌートリア

・特に水辺に近い農地で、農作物の未収穫物、野菜残さ、生ゴミ等を放置しな

いこと。

・生息する水辺の草地の刈り払いを行うこと。

②アライグマ

・農作物の未収穫物、落果実等を農地に放置しないこと。

・犬や猫などペットの残り餌を放置しないこと。

・残飯を屋外に放置しないこと。

・ゴミ集積場ではゴミを出す時間を厳守し、ネットをかけること。

（２）侵入の防止措置

また、ヌートリア・アライグマの農地等への侵入を防止するため、次のような措

置を講じるものとします。

①ヌートリア

・農地（水辺周辺）への侵入を防ぐため、水辺と農地の間にトタン・ワイヤー

メッシュ（目の細かいもの）、又はこれと電気柵を上下に組み合わせた複合柵

などの侵入防止柵を設置すること。

・ヌートリアが生息する水辺の農地では、本種が好まないネギ・ニラ・ピーマ

ン等の低嗜好性作物の栽培も検討すること。

② アライグマ

・人家の屋根裏、納屋、廃屋等への侵入を防ぐため、換気口や隙間を金網など

でふさぐこと。

人家の屋根裏、廃屋、空き屋等への侵入を確認した場合は、屋根裏で燻煙剤

をたくなどにより追い出した後、侵入箇所をふさぐこと。

・農地等への侵入を防ぐため、ワイヤーメッシュ柵などの物理柵と電気柵を組

み合わせた複合柵である「とっとり式獣類侵入防止柵“シシ垣くん（猪・熊

タイプ）”」※ など効果的な柵を設置すること。

※ シシ垣くん（猪・熊タイプ）：ワイヤーメッシュ柵など防護柵の上部に、塩ビ管など

着脱自在な絶縁性の支柱を取り付け、この支柱にダブルクリップなど簡易に接続可能な

導電性の碍子を用いて電気線を配線した柵（参考資料のＰ25を参照）
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６ 普及啓発

県は、ヌートリア・アライグマ防除の必要性及びその推進に係る全県的な普及啓発を

行うこととします。

市町村は、防除の目的・目標や方法などの内容を地域住民等に知らせるため、広報紙

やホームページへの掲載を行うなど普及啓発に努めるものとします。

また、地域住民等から目撃等の情報提供を広く求めるとともに、防除の実施状況やモ

ニタリングの結果を情報提供し、さらに効果的な防除計画の推進に資するものとします。

７ その他

流域単位など複数の市町村を区域とする防除実施計画を策定する場合においても、こ

の指針に沿って計画するものとします。


